参考様式
環 境 負 荷 低 減 事 業 活 動 認 定 台 帳
（○○（総合）振興局）又は（本庁）
	
認定
種別
	
認定
状況
	
認定
年月日
	
変更年月日
(軽微な変更を含む)
	
認定番号
	
申請
種別
	
氏名等
	事業活動場所
	業種
	（特定）環境負荷低減事業活動の類型

	
	
	
	
	
	
	
	主
	従
	
	①
有機農業の生産活動
	②
廃熱の回収利用その他の地域資源の活用により、温室効果ガスの排出の量の削減に資する農業の生産活動
	③
環境負荷の低減に資する先端的な技術を活用して行う農業の生産活動
	A.土づくりと化学肥料・化学農薬の削減を一体的に行う事業活動
	B.温室効果ガスの排出量の削減に資する事業活動

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	a
有機農業の取組
	b
特別栽培農産物に係る表示ガイドラインに基づく生産方式の導入
	c
持続性の高い農業生産方式の導入に関する指針に基づく生産方式の導入
	d
北のクリーン農産物表示制度生産集団登録基準に基づく生産方式の導入
	e
クリーン農業技術体系等に基づく生産方式の導入
	
	a
農林漁業機械・漁船の省エネルギー化・電動化・バイオ燃料への切替
	b
施設園芸に
おけるヒー
トポンプ等
高効率な熱
利用設備や
木質バイオ
マス加温機
等バイオマ
スを活用し
た熱利用設
備の導入な
ど燃油使用
料を低減す
る設備・技術の導入
	c
水田作における稲わらのほ場からの搬出及び堆肥化等の取組
	d
強制発酵等の温室効果ガスの発生量が少ない家畜排泄物の管理方法への転換
	e
脂肪酸カルシウムの給与等による家畜の消化管内発酵により発生するメタンを削減する技術の導入
	f
農林漁業の事業活動における再生可能エネルギーの活用
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【記載要領】
※１　環境負荷低減事業活動実施計画は「空欄」、特定環境負荷低減事業活動実施計画は「特」と記載する。
※２　新規認定は「新」、変更認定は「変」、再認定は「再」、再認定の変更認定は「再変」、認定の取消しは「消」と記載する。（再々認定以降は、どれも「再」、「再変」とする。）
※３　年号が令和であれば「R○.○.○」と記載する。（変更年月日は、最後に変更のあった年月日を記載する。）
※４　認定番号は、年号が令和であれば「令○－○」と記載する。
※５　申請時に協同組合等の組合員であれば「組合」、協同組合等の組合員以外は「員外」と記載する。
※６　個人事業主の場合は「氏名」、法人の場合は「法人名」（株式会社の場合は、略さず株式会社○○と記載。）、任意団体の場合は「団体名」を記載する。
※７　主たる事業活動場所を管轄する「市町村名」を記載する。
※８　従たる事業活動場所を管轄する「市町村名」を記載する。（該当しない場合は「空欄」、複数ある場合は「○○市、○○町」のように記載する。）
※９　該当する業種（「耕種農業」、「畜産業」、「林業」、「漁業」）を記載する。
※10　該当する類型に「○」を記載する。（該当しない場合は「空欄」とする。なお、当項目は（特定）環境負荷低減事業活動実施計画の３の（２）の類型の数字及びアルファベットと連動している。）
※11　年号が令和であれば「R○.○」と記載する。
※12　環境負荷低減事業活動実施計画の取組目標を面積としている場合、目標面積（ヘクタール単位）を記載する。
※13　該当する特例措置に「○」を記載する。（該当しない場合は「空欄」とする。）
※14　年号が令和であれば「R○」と記載する。（該当しない場合は「空欄」、複数ある場合は「R○、R○」のように記載する。）
※15　年号が令和であれば「R○.○.○」と記載する。（最後に提出のあった年月日を記載する。）
※16　主たる事業活動場所を管轄する「市町村名」、「協同組合等名」及び「農業改良普及センター名（農業に関する計画に限る）」を記載する。（協同組合等の組合員以外は協同組合等名を記載しない。また、複数ある場合は「○○市、○○協同組合、○○農業改良普及センター○○支所」のように記載する。

※17　従たる事業活動場所を管轄する「市町村名」、「協同組合等名」及び「農業改良普及センター名（農業に関する計画に限る）」を記載する。（協同組合等の組合員以外は協同組合等名を記載しない。」また、該当しない場合は「空欄」、複数ある場合は「○○市、○○農業改良普及センター○○支所」のように記載する。



	
	（特定）環境負荷低減事業活動の類型
	実施期間
	目標面積
（ha）
	特例措置の活用
	実施状況報告書提出年月日
	事業活動場所の管轄機関
	備考

	
	C.その他
	始期
	終期
	
	農業改良資金
	畜産経営環境調和推進資金(処理高度化施設整備の場合)
	畜産経営環境調和推進資金(共同利用施設整備の場合)
	食品流通改善資金
	農地を農地以外のものにする場合
	農地又は採草放牧地について所有権又は使用及び収益を目的とする権利を取得する場合
	集約酪農地域の区域内で施設を整備する場合
	補助金等交付財産の目的外使用をする場合
	投資促進税制を活用し整備等を導入する場合
(導入
年度)
	
	主
	従
	

	
	a
土壌への炭素の貯留に資する土壌改良資材を、農地又は採草放牧地の施用して行う生産方式の導入
	b
生分解性プラスチックを用いた資材の使用など、化石資源由来のプラスチック使用量の削減に資する生産方式の導入
	c
土壌を使用しない栽培技術において、化学肥料・化学農薬の施用及び使用を減少させる技術を用いて行われる生産方式の導入
	d
家畜の糞尿に含まれる窒素等の環境への負荷の原因となる物質の量を減少させる技術を用いて行われる生産方式の導入
	e
餌料の投与等により流出する窒素等の環境への負荷の原因となる物質の量を減少させる技術を用いて行われる生産方式の導入
	f
その他、国が定める「環境負荷低減事業活動の促進及びその基盤の確立に関する基本的な方針」第二の要件に適合し、知事が必要と認める活動
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